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Basic Act on Disaster Control Measures was revised in 2012 and 2013. While those were major revisions since its 
enactment, it seems that important issues on legal system against huge disaster have been left. Those issues on legal 
system of disaster control are, for example, (1) concrete measures to be taken as emergency response, (2) positioning of 
ordinance-designated cities, (3) security of central function continuity, (4) measures for people having trouble returning 
home, and so on. This paper aims to reveal the reality of local governments’ current recognition, etc., and to propose 
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対象団体区分 総数 送付数 回答数 回答率 
a 指定都市を 
擁する道府県 
15 15 11 73% 
b 指定都市 20 20 13 65% 
c 指定都市を 
擁しない都県 
32 32 23 72% 
d 指定都市以外 
の県庁所在市 
31 31 19 61% 
e 特別区 23 23 14 61% 








     
































































興）（第 2条の 2，第 3条，第 4条，第 5条，第 6条，
第 7条） 
３．国・自治体とボランティアとの連携に関する規定
































等を追加した。（第 46条，第 47条の 2，第 49条の 2，
第 49条の 3） 
１１．指定緊急避難場所及び指定避難所の指定等に関
する規定を新設した。（Ｈ25）（第 49 条の 4～第 49
条の 9） 
１２．避難行動要支援者名簿の作成等に関する規定を














新設した。（Ｈ25）（第 61条の 2） 
１６．災害応急対策に係る国・自治体の応援に関する
規定を拡充した。（Ｈ24，Ｈ25）（第 67条，第 68条，
第 70条，第 72条，第 74条，第 74条の 2，第 74条の
3，第 78条の 2） 
１７．避難所における生活環境の整備及び避難所以外
の場所に滞在する被災者についての配慮に関する規
定を新設した。（Ｈ25）（第 86 条の６，第 86 条の
7） 
１８．広域一時滞在等に関する規定を新設した。（Ｈ
24，Ｈ25）（第 86条の 8～第 86条の 13） 
１９．被災者の運送に関する規定を新設した。（Ｈ
25）（第 86条の 14） 
２０．安否情報の提供等に関する規定を新設した。
（Ｈ25）（第 86条の 15） 
２１．物資等の供給及び運送に関する規定を新設した。
（Ｈ24）（第 86条の 16～第 86条の 18） 
２２． 罹災証明書の交付に関する規定を新設した。
（Ｈ25）（第 90条の 2） 
２３． 被災者台帳の作成，台帳情報の利用及び提供に


























→Ｈ25.10.1        
例外② 公布の日（Ｈ25.6.21）から 1年以内の政令で定
める日から施行 
































定されている具体的措置（第 109条，第 109条の 2）
を見直す必要があると思われますか。ア.またはイ.を
選び，その理由をご教示ください。 
ア. 見直す必要があると思う →（その理由） 














ア. 見直す必要があると思う →（その理由） 












 → （その理由） 
イ. 法律で規定する必要がないと思う 













 → （その理由） 
イ. 法律で規定する必要がないと思う 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































られようとしている。    
 



























































































































































































































































































































































































1 8 2 11









1 35 44 80

































































































1 9 1 11
9% 82% 9% 100%
6 2 5 13
46% 15% 38% 100%
1 2 20 23
4% 9% 87% 100%
1 8 10 19
5% 42% 53% 100%
2 12 14
14% 86% 100%
9 23 48 80






















































































































3 5 3 11
27% 45% 27% 100%
2 4 7 13
15% 31% 54% 100%
4 7 12 23
17% 30% 52% 100%
1 10 8 19
5% 53% 42% 100%
3 4 7 14
21% 29% 50% 100%
13 30 37 80



















































































































3 4 4 11
27% 36% 36% 100%
3 5 5 13
23% 38% 38% 100%
2 10 11 23
9% 43% 48% 100%
5 11 3 19
26% 58% 16% 100%
4 7 3 14
29% 50% 21% 100%
17 37 26 80
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